
2C01 世紀転換期の 科学技術政策 

0 塚原修一 ( 国立教育政策 W) 

1 . 研究の背景 

報告者を含む 研究チームは   トョタ 財団の助成による 研究プロジェクト「戦後日本の 科学技 

術の社会史」を 1982 年から開始し、 成果の一部を 1945 年から 91@ 年 までの通史 ( 中山ほか 1995 、 

1998) として刊行した。 今回、 その続編の刊行を 目的とした科学研究費補助金 ( 研究代表者 : 

吉岡 斉 ・九州大学教授 / 平成 17 ～ 19 年度 ) を得て、 1995 年から 2005 年までの通史の 研究に 

着手した。 中山らは 官 ・産・学・民の 4 セクター・アプローチを 採用し、 戦後日本の科学技術 

はこれら 4 つの社会セクタ 一の利害がせめぎ 合う場所であ って、 それらの力関係によって 科学 

技術の方向がきまるとした。 本研究では、 この視点を継承しつつ 以下の方針で 通史を作成する。 

(1) 世紀転換期における、 日本の社会と 科学技術の全体としての 大きな流れを 描く。 持続 

可能な社会 ( 資源・環境のみならず 総合的な意味での ) への転換はひとつの 大きなトレンドで 

あ るが、 時代の特徴をそれのみで 代表させることはできない。 

(2) 個別分野の歴史より、 分野横断的なトレンドや 問題領域ごとの 分析に重きをおく   

(3) 包括的な通史として 欠かせない重要な 話題を網羅するだけでなく、 間口が狭くても 奥 

行きのあ る話題を積極的にとりあ げる。 

(4) 将来 ( たとえば 10 年後 ) に読みなおしても 陳腐化しない 話題と分析視点を 選ぶ。 

(5) 官 ・産・学・民の 適切なバランスをはかる。 今回は、 予想される執筆者の 構成 (STS 

研究者の比率が 高くなる ) からみて、 民 セクタ一の話題が 他セクターを 圧倒する懸念があ る。 

す な む ち、 科学技術と社会の 境界領域の分析が 過大となり、 科学技術関連活動の 構造と動態の 

分析が軽視される 恐れがあ るので、 そうならないように 留意する。 とくに産セクタ 一の充実が 

課題であ る。 

(6)  自然科学だけでなく、 社会科学 ( 経済学等 ) も分析対象に 含める。 可能ならば芸術も 

対象にくわえる。 芸術とテクノロジーとの 関連は充分に 密接なはずであ る。 

(7) 現在進行中の 事象を扱うには、 過去との対話という 手法だけでは 不充分であ る。 未来 

との対話の視点、 いわゆる「現在 史 」の視点が必要であ る。 そのさい、 観察者であ る歴史家な 

らではの、 歴史過程に対する 間のとりかたに 留意する必要があ る。 

この研究の目標は、 総説と、 各章 2 万字で 60 章程度の原稿を 平成 20 年 3 月までに完成させ 

ることであ る。 執筆分担を志す 者が誰でも参加できる、 フ オーラム形式の 研究会を定期的に 開 

催することが 研究スタイルの 特色であ る。 各自が担当する 章のレジュメ、 1 次 稿 、 2 次稿など   

を提出し、 公開の場で討議にかけてメンバ 一間の緊密なコミュニケーションをはかり、 T 通史 コ 

をまとまりのあ る体系的な作品として づ くりあ げることがそのねら い であ る。 

本学会会員からの 参加希望者を 歓迎いたします。 

以下では、 通史の一部を 構成する「 学 セクターを中心とした 科学技術政策」について、 報告 

者のさしあ たりの構想、 を述べる。 
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2 . 規制緩和と行政改革 

この時期の大学を 特徴づけるキーワードは、 規制緩和と行政改革であ ろう。 その結果として   

2004 年には国立大学の 法人化がなされた。 新制大学の多様化・ 種別化は文部省の 一貫した政 

策課題であ ったが、 審議会の度重なる 提言にもかかわらず 実現しなかった。 当初のねらいは 戦 

前 のような複線型の 高等教育システムへの 回帰であ ったと考えられるが、 高等教育の大衆化 ( さ 

らには ュ ニバー サル化 ) によってその 実現が急務となっていた。 この時期の特色は、 政府主導 

の種別化ではなく、 個別大学に選択の 自由をあ たえることで、 結果として多様化を 実現しょう 

とした点にあ る。 1991 年以降、 数次にわたる 大学設置基準の 改定によって 大学の規制緩和が 

実現した。 規制緩和はまた、 新公共経営の 手法が教育システムに 浸透し、 教育方法の改善に 対 

して政策側がはじめて 有効な操作手段を 手にしたことを 意味した。 評価は政策効果を 確認する 

手段として位置づけられ、 大学の質保証の 一端をになった。 

高等教育システムの 改革は、 行政改革の当初の 中心課題ではなかった。 たとえば、 中央政府 

のスリム化を 主要目的とした 行政改革会議は、 国立大学の独立行政法人化を 検討の対象とした 

が 、 その最終報告 (1997 年 12 月 ) では「早急に 結論を出すべき 問題ではない」 としていた。 

ところが、 2000 年頃 から、 行政改革は経済再生のための 戦略的政策という 色彩を強めた。 そ 

の 主役は経済財政諮問会議、 総合科学技術会議、 総合規制改革会議などであ り、 これらの組織 

は大学改革の 展開を強く う ながした。 たとえば、 1999 年の経済戦略会議の 答申『日本経済再 

生への戦略 凹は 、 第三者評価の 強化と予算配分への 連動を求めた。 

このように、 新公共経営の 手法が、 一方では大学改革の 手段として、 他方では高等教育シス 

テム を対象とした 行政改革・構造改革の 手段とされた。 そのため、 ひとっの政策的選択が 複合 

的な意味をもっ 複雑な状況が 生まれた。 たとえば、 中央教育審議会の 答申 T 我が国の高等教育 

の 将来像』 (2005 年 ) のなかでは、 教育の消費者であ る学生を保護する 賀保証の手段として 

大学評価が位置づけられている。 その一方で、 前記のように 成果主義に立脚して、 需要側から 

大学を向上させる 手段とされることもあ る。 しかも、 文部科学者、 他省庁、 首相官邸などの 力 

関係によって 文脈が変化するという 流動的な状態にあ る   

3 . 教育重視の時代 

この時期を通して、 若い高学歴者に 対する需要は 拡大していたが、 教育を支える 構造が変化 

した。 世界に共通する 教育政策の重要課題は、 学力向上、 就業可能性の 拡大、 機会平等の 3 つ 

であ る。 かつての日本は、 家庭と会社の 教育投資によって、 この問題を市場主義的に 解決して 

いた。 経済成長にともなう 低 失業率、 親が教育に責任をもつ 家族主義、 人材育成に企業が 責任 

をもつ企業内教育体制がそれであ った。 ところが、 1990 年にバブル経済が 崩壊したあ との不 

況のなかで、 家庭と会社の 教育投資力は 低下し、 上記の 3 つの問題が顕在化した。 たとえば、 

不況や経済の 国際化にともなって 国内労働力は 供給過剰となっ て 卒業生は就職難に 直面し、 18 

蔵 人口の減少にともなって 大学は学生募集難に 直面した。 

しかし、 これらの変化によって、 日本の大学教育は 本来の姿に立ち 戻っていった。 かつての 

労働力不足の 時代には、 大学で熱心に 勉強しない学生も 就職できたし、 勉強よりも課外活動の 

実績を企業が 重視する 傾 向 も あ た ところが、 就職難のなかで 学生は大学教育に 真剣に取り 

組むようになり、 大学教育に対する 親や学生の関心も 高まった。 大学は教育に 熱心になり、 教 

背上の工夫や 新しい教育市場の 開拓に努力するようになった。 
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知識基盤社会では 知識の変化が 急速であ り 、 新しい知識を 学習しっづけなければ 職務の遂行 

が難しいといわれる。 すな む ち、 知識基盤社会は 生涯学習社会でもあ り、 学校 ( 大学を含む ) 

では細々した 知識を教え込むよりも、 自己学習 力 や自己学習意欲を 酒養することが 重要であ る 

とされる。 現行の学習指導要領の 理念はこれであ る。 このような方向性は 大学においても 追求 

される価値があ り、 将来の科学技術が 求める知識・ 能力を構想した ぅ えで、 大学教育の改革が 

検討されるべきであ る。 しかし、 現状では、 入学者の学力低下に 対応した補習授業などに 大学 

教員は忙殺され、 未来志向の検討が 進捗しているわけではない。 

4 . 政府の研究開発投資の 拡大 

研究面で、 この時期を特徴づけるものは 政府の研究開発投資の 拡大であ る。 1990 年に バブ   

ル 経済が崩壊すると 企業の研究開発投資は 3 年連続して減少し、 それを補 う 意味もこめて 政府 

の研究開発投資が 増加した。 この時期の重要な 科学技術政策のひとつであ る科学技術基本法 

(1995 年 ) の制定は、 その延長線上にあ るといえる。 この法律によって、 政府の研究開発支 

出は、 将来の回収が 見込まれる公共投資として 位置づけられた。 

『科学技術研究調査報告 コ によって 1995 年度と最新の 2003 年度を比較してみると、 研究費 

が国内総生産にしめる 割合は 2.85% から 3.35%0 に上昇した。 研究主体別にみると、 大学等の 

研究費が 1.09 倍に、 企業等の研究費は 1.25 倍となり、 企業等の研究費が 大幅に増加したよ う 

にみえる。 しかし、 この間に調査対象が 拡大されている。 調査対象となる 企業数の拡大は 、 従 

来から調査対象であ った業種でもなされていて、 旧 報告凹からはその 影響を把握しがたい。 業 

種については、 1996 年度にソフトウェア 業が追加された。 さらに 2001 年度にはサービス 業が 

追加され、 これにともなって、 民間の研究機関の 分類項目がそれまでの「研究機関」から「企 

業等」 に変更された。 

ここでは業種の 調整をこころみ、 2003 年度の産業分類から、 ソフトウェア・ 情報処理業、 

新聞・出版・その 他の情報通信業、 卸売業、 金融・保険業、 サービス業、 専門サービス 業、 学 

術 研究機関、 その他の事業サービス 業を除外して、 1995 年度と比較可能な 数値を算出してみ 

た。 2003 年度の会社等の 研究費支出額は、 これらを差し 引くと 99,872 億円 ( 『報告 コの 数値 

から 15% 減 ) となる。 また、 これに会社等の 学術研究機関、 非営利団体・ 公的研究機関、 大 

学等をくわえた 日本全体の研究費は 157,200 億円 ( 同 6%0 減 ) となる。 この減少部分が、 ソフ 

トウェア 業 、 サービス業など、 知識基盤社会を 牽引することが 期待される産業分野による 研究 

費であ る。 したがって、 1995 年と比較可能な 数値は、 日本の研究費が 国内総生産にしめる 割 

合が 3.14%  (2003 年度 ) 、 企業等の研究費の 増加は 1.06 倍となる。 すな む ち、 研究費が国内 

総生産にしめる 割合は顕著に 増加しているが、 会社等の増加は 大学等をいくらか 下回った。 

科学技術基本計画では 重点分野の設定がなされ、 研究開発投資の 拡大にともなって 研究評価 

が導入された。 大学における 研究評価は古くからあ り、 教員の採用や 昇進、 研究費の獲得、 研 

空論文の審査など、 同業者集団による 評価が常に行われていた。 これにくわえて、 大学の自己 

点検評価と第三者評価、 文部科学者による 研究開発評価、 文部科学省の 政策評価などが 制度化 

された。 日本の評価は 制度先行のきらいがあ り、 これら 4 つの研究評価の 相互関係があ まり明 

らかではない。 すぐれた研究成果を 生み出すための 研究評価という 視点がとぼしい。 研究評価 

が 専門的な活動であ るという 認 、 識も薄い。 
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5 . 大学の社会貢献への 注目 

そのひとつは 研究上の産学連携であ る   日本の産学連携は 戦前から存在し、 戦後も継続され 

たが、 制度的な位置づけがあ いまいであ った。 1970 年前後に学生運動が 強く批判したことで 

影をひそめたのち、 産学連携制度の 整備がはじまった。 民間等との共同研究・ 受託研究制度、 

寄附講座、 地域共同研究センタ 一の設置などがそれであ る。 1990 年代後半には、 科学技術基 

本法、 大学技術移転促進法 (1998 年 ) などによって、 いっそうの体制整備が 行われた。 第 2 

期の科学技術基本計画 (2001 年 ) では産学連携が 重要政策のひとっとされ、 多くの大学がそ 

れを重視するようになった。 

もうひとつの 代表例は地域社会への 貢献であ る。 日本では大都市圏の 過密対策として 大学の 

地方分散政策が 2002 年まで行われたが、 これには地域の 進学機会を均等化する 効果があ った。 

大学を中核とした 地域振興政策も 古くからあ るが、 大学を中核とした 諸外国のリサーチパーク 

の 成功に触発されて、 最近では、 経済産業省の 産業クラスタ 一計画、 文部科学省の 知的クラス 

タ一事業などが 実施されている。 

6 . 国立大学法人への 途 

ポイントとなる 日付のひとっは、 国立大学協会が 総会で法人化案を 了承し 2001 年 6 月 13 日 

と、 文部科学大臣が 経済財政諮問会議で 「大学の構造改革の 方針」 を説明した同年 6 月 11 日 上記の法人化案に で あ ろ いノ - 対する各方面の 賛否、 法人法の立法過程、 関係団体の動き む ど を 

調査して、 なぜこの時期に 設置形態の変更が 実現したのかを 検討したい。 

7 . おわりに 

(1) 本稿の冒頭には、 世紀転換期のトレンドとして 「持続可能な 社会への転換」 があ がっ 

ている。 それとともに、 「バローバル 化した知識基盤社会への 転換 ( ないし準備 ) 」 をあ げる 

ことができるよさにみえる。 

(2) 規制緩和は、 大学を多様化する 手段として当初は 構想、 されたが、 しだいに経済再生の 

手段であ る行政改革・ 構造改革としての 色彩を強めた。 そのため、 ひとっの政策的選択が 複合 

的な意味をもっ 複雑な状況にあ る。 たとえば大学評価は 質保証の手段となるばかりでなく、 需 

要 側から大学を 向上させる手段ともなる。 しかも政策の 文脈が変化する 流動的な状態にあ る。 

(3) バブル経済の 崩壊によって、 それまで日本の 教育・人材養成を 支えてきた家計と 企業 

はその教育投資力を 低下させ、 大学の教育機能への 期待が高まった。 不況による就職難の 時代 

が 到来し、 学生も勉強に 熱心になった。 大学は教育活動に 注 力 するようになったが、 知識基盤 

社会への対応という 未来志向の検討はあ まり進捗していない。 

(4) 大学・企業ともに 研究開発投資を 拡大し、 研究費の重点配分と 研究評価の導入がすす 

んだ。 研究評価の導入は 制度先行であ り、 そのあ り方は今後の 実施のなかで 明らかになろ う 。 

(5) 大学の社会貢献として、 産学連携や地域社会への 貢献が注目されるよ う になった。 
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